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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マグネトロン用の電力供給装置であって、
・直流電圧源と、
・前記直流電圧源の出力電圧を昇圧するためのコンバータと、を備え、
前記コンバータは、
　・容量性－誘導性共振回路と、
　・前記共振回路の共振周波数よりも上の可変周波数で駆動するように構成され、前記可
変周波数が、交流電圧を提供するために入力される制御信号によって制御されるスイッチ
ング回路と、
　・交流電圧を昇圧するための、前記共振回路に接続されるトランスと、
　・昇圧された前記交流電圧を、前記マグネトロンに利用するための昇圧された直流電圧
に整流するための整流器と、
　を備え、さらに、
・前記直流電圧源から前記コンバータを通って流れる電流を測定する手段と、
・前記マグネトロンの要求出力電力を示す制御信号を作り出すようにプログラムされたマ
イクロプロセッサと、
・帰還ループ内に配置される集積回路と、を備え、
　前記集積回路は、
　・前記電流を測定する手段と前記マイクロプロセッサにそれぞれ接続される各入力と、
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　・前記コンバータに接続される出力と、を有し、
　前記電流を測定する手段からの信号と、前記マグネトロンの電力を要求電力に制御する
ためのマイクロプロセッサからの信号との比較に応じて、前記コンバータスイッチング回
路に制御信号を与えるように、前記集積回路が構成される
　マグネトロン用電力供給装置。
【請求項２】
　前記集積回路がアナログ素子であることを特徴とする、請求項１に記載の電力供給装置
。
【請求項３】
　前記集積回路がエラー信号の増幅器として接続される演算増幅器であり、前記エラー信
号は前記コンバータ電流の測定値を示す信号と前記マグネトロンの要求出力電力を示す信
号の間の差であることを特徴とする、請求項２に記載の電力供給装置。
【請求項４】
　前記集積回路が帰還コンデンサを伴う積分器として配置され、それによって、その出力
電圧が、前記コンバータを制御するための電圧－周波数回路を制御するように構成される
ことを特徴とする、請求項１，２または３に記載の電力供給装置。
【請求項５】
　前記集積回路が前記測定電流信号と前記要求電力信号の間の直接の比較のために適応し
配置され、前記集積回路はこれらの信号だけを受取るように接続され、それによって、前
記コンバータ電流が前記直流電圧源の電圧の過渡変化に依存せず、前記要求電力に応じて
制御されることを特徴とする、請求項１～４のうちいずれか１項に記載の電力供給装置。
【請求項６】
　前記電流を測定する手段が前記コンバータと直列に接続される抵抗器であり、前記抵抗
器の一端は接地され、他端は前記集積回路の入力に、好適には帰還抵抗器を介して、接続
されることを特徴とする、請求項５に記載の電力供給装置。
【請求項７】
　前記集積回路が前記測定電流信号と前記要求電力の間だけではなく、前記直流電圧源の
電圧の過渡変化も考慮した比較のために適応し配置され、前記電圧源の電圧を示す信号も
前記集積回路に入力され、それによって、前記コンバータ電流は、前記コンバータを通過
する前記電力が前記要求電力に応じて制御されるように制御されることを特徴とする、請
求項１～４のうちいずれか１項に記載の電力供給装置。
【請求項８】
・前記電流を測定する手段が前記コンバータと直列に接続される抵抗器であり、前記抵抗
器の一端は接地され、
・前記集積回路への入力のために分圧器が備えられ、前記分圧器は、前記直流電圧源の出
力配線と前記電流測定抵抗器のグランド側でない端子の間に、２つの抵抗器を備え、前記
２つの分圧抵抗器の共通接続点が前記集積回路の入力に接続されることを特徴とする、請
求項４に記載の電力供給装置。
【請求項９】
・前記電流を測定する手段が前記コンバータと直列に接続される抵抗器であり、前記抵抗
器の一端は接地され、
　・前記直流電圧源の出力配線とゼロボルト配線の間に、２つの抵抗器を備える分圧器と
、
　・前記電流測定抵抗器における電圧が一方の入力に印加され、前記分圧抵抗器の前記共
通接続点の電圧が他方の入力に印加され、出力が前記マイクロプロセッサの出力との比較
のために前記集積回路に供給される乗算回路と、
を備えることを特徴とする、請求項８に記載の電力供給装置。
【請求項１０】
　前記マイクロプロセッサが要求コンバータ電流信号からノイズをフィルタリングするよ
うにプログラムされることを特徴とする、請求項１～９のうちいずれか１項に記載の電力
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供給装置。
【請求項１１】
　前記マイクロプロセッサと前記演算増幅器の間に設けられるフィルタリング回路を備え
ることを特徴とする、請求項１～９のうちいずれか１項に記載の電力供給装置。
【請求項１２】
　前記スイッチング回路が前記コンバータの周波数を、前記演算増幅器から出力される可
変電圧信号に応じて制御するように構成され、それによって、周波数の増加はマグネトロ
ン駆動電力とマイクロ波出力の減少に対応することを特徴とする、請求項１～１１のうち
いずれか１項に記載の電力供給装置。
【請求項１３】
　前記スイッチング回路が前記コンバータのデューティサイクルを、前記集積回路の出力
に応じて制御するように構成され、それによって、前記デューティサイクルの減少はマグ
ネトロン駆動電圧とマイクロ波出力の減少に対応することを特徴とする、請求項１～１２
のうちいずれか１項に記載の電力供給装置。
【請求項１４】
　前記スイッチング回路が前記マイクロプロセッサのクロックによって計時されることを
特徴とする、請求項１～１３のうちいずれか１項に記載の電力供給装置。
【請求項１５】
　前記スイッチング回路がそれ自身で発振器を有することを特徴とする、請求項１～１３
のうちいずれか１項に記載の電力供給装置。
【請求項１６】
　前記コンバータがゼロ電圧スイッチング装置であることを特徴とする、請求項１～１５
のうちいずれか１項に記載の電力供給装置。
【請求項１７】
　前記コンバータがゼロ電流スイッチング装置であることを特徴とする、請求項１～１５
のうちいずれか１項に記載の電力供給装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はマグネトロン用の電力供給装置に関連する。ただし、特にランプに電力を供給
するマグネトロン用には限らない。
【背景技術】
【０００２】
　マグネトロンというものは、予想外のモードに変化する、すなわち、突然に一の周波数
での発振を停止し、別の周波数での発振を開始することが起こり得る、ということが知ら
れている。そのような状況下で、マグネトロンは負性インピーダンスを示すことがあり得
る。このことは、損害を与えるほどの高い電流フローをもたらす可能性がある。したがっ
て、定電圧或いは電圧制御の電力供給装置はマグネトロン用に向いていないことが知られ
ていて、マグネトロンに電力を供給する電力供給装置には定電流或いは電流制御の電力供
給装置が通常使用される。
【０００３】
　マグネトロンの陽極電圧は高く、陽極電圧と陽極電流の両方の測定は難しい。
【０００４】
　本発明の発明者が発明した以前の電力供給装置においては、マグネトロン用電力供給装
置内のコンバータに印加される電圧と、前記コンバータを流れる電流との両方の測定は、
マイクロコンピュータと共に、マグネトロンに供給される電力のリアルタイムの制御を提
供するために利用されている。
【０００５】
　前記マイクロコンピュータは
１．消費電力と、
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２．要求電力との差と、
３．前記電力差と測定電流との差と、
を算出するようにプログラムされている。
【０００６】
　この２つ目の差は前記コンバータを制御するために使用される。これらの３つのステッ
プはソフトウェア上で実行される。意外なことに、この電力供給装置でもまだ、そのマグ
ネトロンに電力を供給されるランプに産み出される光の知覚できるフリッカーを引き起こ
す不安定具合に悩まされている。
【０００７】
　マグネトロンに電力を供給されるプラズマランプの光のフリッカーに対して、目が極め
て敏感であることを、現状では経験が示している。前記マイクロコンピュータの制限され
た速度と解像度が知覚されるフリッカーをさらに悪化する可能性が産み出されることが、
現状では理解されている。加えて、前記マイクロコンピュータの入力の２つ、すなわち、
前記コンバータに印加される電圧と前記コンバータを流れる電流は雑音が多くなりがちで
、前記２つの雑音の多い信号の増大は不安定さの一因となると信じられている。
【０００８】
　変化したマグネトロンの状態に対して、早い反応が求められることを踏まえれば、単に
前記マイクロコンピュータから前記雑音をフィルタリングすることは、制御回路の反応時
間を受け入れ難いほど悪化させ、不安定さの一因となる。そのため新しいやり方が求めら
れていた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】国際公開第２００９／０６３２０５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は改良型のマグネトロン用電力供給装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明によれば、
・直流電圧源と、
・前記直流電圧源の出力電圧を昇圧するためのコンバータであって、
　・容量性－誘導性共振回路と、
　・前記共振回路の共振周波数よりも上の可変周波数で駆動するように構成され、前記可
変周波数が、交流電圧を提供するために入力される制御信号によって制御されるスイッチ
ング回路と、
　・交流電圧を昇圧するための、前記共振回路に接続されるトランスと、
　・昇圧された前記交流電圧を、前記マグネトロンに利用するための昇圧された直流電圧
に整流するための整流器と、
を備えるコンバータと、
・前記直流電圧源から前記コンバータを通って流れる電流を測定する手段と、
・前記マグネトロンの要求出力電力を示す制御信号を作り出すようにプログラムされたマ
イクロコンピュータと、
・帰還ループ内に配置される集積回路と、を備え、
　前記集積回路は、
　・前記電流を測定する手段と前記マイクロプロセッサにそれぞれ接続される各入力と、
　・前記コンバータに接続される出力と、を有し、
　前記電流を測定する手段からの信号と、前記マグネトロンの電力を要求電力に制御する
ためのマイクロプロセッサからの信号との比較に応じて、前記コンバータスイッチング回
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路に制御信号を与えるように、前記集積回路が構成される
マグネトロン用電力供給装置が提供される。
【００１２】
　前記マイクロプロセッサから分離しているディスクリート素子としての前記集積回路の
使用は、速い制御ループを実現し、当該制御ループは前記マイクロプロセッサの速度に制
限されない（後者はその仕様上の経済的な制約によって遅くなりがちである）。したがっ
て本発明の電力供給装置は本質的により安定で、よりフリッカーの起こり難い照明を提供
する。
【００１３】
　前記集積回路がデジタル素子としてもよいことは、経済的な理由から予想し得る一方で
、好適にはアナログ素子である。好適な実施例において、前記集積回路は演算増幅器であ
る。
【００１４】
　好適な実施例において、前記演算増幅器は帰還コンデンサを伴う積分器として配置され
、それによって、その出力電圧が、前記コンバータを制御するための電圧－周波数回路を
制御するように構成される。
【００１５】
　好適には、前記マイクロプロセッサは前記要求コンバータ電流信号から雑音をフィルタ
リングするようにプログラムされる。或いは、フィルタ回路が前記マイクロプロセッサと
前記演算増幅器の間に備えられてもよい。
【００１６】
　好適な実施例において、前記スイッチング回路は前記コンバータの周波数を、前記演算
増幅器から出力される可変電圧信号に応じて制御するように構成される。この手法では、
周波数の増加はマグネトロン駆動電圧とマイクロ波出力の減少に対応する。
【００１７】
　或いは、前記スイッチング回路は前記コンバータのデューティサイクルを、前記演算増
幅器の出力に応じて制御するように構成でき、それによって前記デューティサイクルの減
少はマグネトロン駆動電圧とマイクロ波出力の減少に対応する。
【００１８】
　好適な実施例において、前記コンバータはゼロ電圧スイッチング装置であるが、ゼロ電
流スイッチング装置であることもあり得る。
【００１９】
　通常前記スイッチング回路はそれ自身で発振器を有するだろう。しかしながら、前記マ
イクロプロセッサのクロックによって計時してもよいことは予想し得る。
【００２０】
　一の実施例において、前記集積回路は前記測定電流信号と前記要求電力信号の間の直接
の比較のために適応し配置され、前記集積回路はこれらの信号だけを受取るように接続さ
れ、それによって、前記コンバータ電流が前記直流電圧源の電圧の過渡変化に依存せず、
前記要求電力に応じて制御される。この実施例は電圧源の脈動周期を超越して前記電力の
平均を一定に制御する。
【００２１】
　別の実施例において、前記集積回路は、前記測定電流信号と前記要求電力の間だけでは
なく、前記直流電圧源の電圧の過渡変化も考慮した比較のために適応し配置され、前記電
圧源の電圧を示す信号も前記集積回路に入力され、それによって、前記コンバータ電流は
、前記コンバータを通過する前記電力が前記要求電力に応じて制御されるように制御され
る。この実施例は前記電力の持続する瞬時値を電圧源の脈動周期を通じて一定になるよう
に制御する。
【００２２】
　通常前記スイッチング回路はそれ自身の発振器を有するだろう。しかしながら、前記マ
イクロプロセッサのクロックによって時が刻まれるかもしれないことは予想し得る。
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【００２３】
　本発明の理解を手助けするために、ここで一例として、そして、図面に準拠して特定の
実施例を記述する。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】従来のマグネトロン用電力供給装置のブロック図を示す。
【図２】本発明にしたがったマグネトロン用電力供給装置の同様のブロック図を示す。
【図３】図２の電力供給装置のより詳細な回路図を示す。
【図４】本発明の電力供給装置を有するマグネトロンに電力供給されるランプの線図を示
す。
【図５】本発明の実施例２の回路図を示す。
【図６】図５の実施例の分圧器の詳細を示す。
【図７】図３および図５の各実施例を比較しているマグネトロン出力のスペクトル図を示
す。
【図８】本発明の実施例３の回路図を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　最初に図１を参照すると、発振器１を有する従来の電力供給装置が図式的に示されてお
り、前記発振器１はマグネトロン２に電力を供給するために接続され、マイクロプロセッ
サ３によって制御される。ここに補強した電源電圧として、直流電圧源４は、前記発振器
１への配線５に通常４００Ｖを供給する。これがトランス６と整流器７に交流電流を給電
し、当該整流器７から４０００Ｖの直流が前記マグネトロンへの配線８に印加される。前
記発振器、トランス、整流器は「高圧コンバータ」と呼ばれる。前記マグネトロンに供給
される電力は、前記コンバータのアース戻し路中の抵抗器９にかかる電圧の観点で測定さ
れる。前記電圧源４からの一定電圧を仮定すると、前記電圧は前記抵抗器９の電流の指標
となり、前記マグネトロンに供給される前記電力に比例する。前記抵抗器電圧は前記マイ
クロプロセッサへの配線１０の一の入力である。配線１１の別の入力は、前記マイクロプ
ロセッサへの配線５の電圧を印加する。要求電力制御値１２は外部から、または、マイク
ロプロセッサへの手動入力として設定される。
【００２６】
　前記マイクロプロセッサは、以下の各ステップを実行するようにプログラミングされる
。
１．高い効率を前提として、前記マグネトロンに供給される前記電力を算出するための、
配線５における前記電圧と抵抗器９の電流の乗算のステップ。
２．消費される電力の算出結果の、前記要求電力との、それから、消費されるべき電流（
意図された電流）との、比較のステップ。
３．前記意図された電流の、前記測定電流との、そして、前記電流が大きい場合のより高
い周波数で前記コンバータを駆動するための徐々に高くなる電圧、或いは、前記電流が小
さくなる場合の徐々に低くなる電圧である、前記電力供給装置への給電との、比較のステ
ップ。前記コンバータがより高い周波数で稼働するならば、結果として得られる前記マグ
ネトロンにかかる電圧は下がることに注意すべきである。
【００２７】
　既に述べたように、この回路は使用において、光源としてのマグネトロンのフリッカー
に対してフリーに動作させるには不安定すぎると判明した。
【００２８】
　ここで図２を参照すると、本発明の電力供給装置は以下の同じやり方で接続される同様
の部品を備える。
・発振器／高圧コンバータ１０１
・マグネトロン１０２
・トランス１０６
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・整流器１０７
・抵抗器１０９
　マイクロプロセッサ１０３もまた備えられている。しかし、全く異なって稼働する。そ
れは要求電力制御値１１２を配線１０５の前記補強した電源直流電圧で分圧し、前記要求
電力で前記マグネトロンを運用するために、前記コンバータ１０１を流れる要求電流を示
す、配線１２１における所要電流信号を与えるに過ぎない。配線１２１における前記信号
は演算増幅器１２２／ＥＡ１の一方の入力に給電される。他方の入力は前記抵抗器１０９
からの配線１１０と接続し、前記コンバータに流れる実電流を示す。前記演算増幅器は、
集積化したエラー信号増幅器として接続される。
【００２９】
　ここで図３を参照すると、図２の電力供給装置のより完全な回路図が示されている。そ
の中核となるのは高圧コンバータという疑似共振発振器１０１であり、ＭＯＳＦＥＴ電界
効果スイッチングトランジスタＴ１，Ｔ２を有する。これらは、下記のやり方でＩＣ発振
器ＩＣ１によってスイッチングされる。インダクタンスＬ１と前記トランス１０６の一次
コイルは前記トランジスタＴ１，Ｔ２の接続点に直列に接続される。コンデンサＣ３，Ｃ
４が直列共振回路を完成する。これらの各インダクタンスと各コンデンサが共振周波数を
決定し、当該共振周波数よりも上の周波数で前記コンバータは運用され、通常７０ｋＨｚ
前後であり、それによって、下流のマグネトロン回路に関しては、主に誘導性回路である
ように見える。これはハーフブリッジを構成する４つのダイオードＤ３，Ｄ４，Ｄ５，Ｄ
６と、平滑コンデンサＣ５，Ｃ６と、を備え、前記トランスの二次巻線に接続され、前記
マグネトロン１０２に直流電流を与える。前記トランスの巻線比は１０：１であり、それ
によって４０００Ｖ程度の電圧が前記マグネトロンに印加され、配線１０５における前記
補強した電源直流電圧は通常４００Ｖである。
【００３０】
　前記コンバータ回路の特徴は、前記トランジスタＴ１，Ｔ２がオンにそしてオフに連続
して順にスイッチングされる時、前記インダクタンスＬ１に蓄えられたエネルギーが両端
の電圧を反転させることである。このことが、ＴＲ２がオンに切り換わる前に前記接続点
Ｃにおける電圧を押し下げ、ＴＲ１がオンに切り換わる前に前記接続点電圧を押し上げる
。したがって、オンに切り換わろうとしている前記トランジスタにかかるゼロボルト或い
はゼロボルト付近において、すなわちＺＶＳモード（ゼロボルトスイッチングモード）に
おいてスイッチングが起こる。このことが信頼性と長寿命に寄与する。
【００３１】
　高い（言い換えれば共振を上回る）スイッチング周波数においては、前記コンデンサＣ
３，Ｃ４の間の接続点における電圧が、実質的に配線１０５における電圧の半分で持続す
る。それによって、前記トランジスタがスイッチングすると同時に、実質的に三角波形に
傾斜する電流が前記インダクタンスＬ１を通過して流れる。これが前記トランスに、そこ
から最終的に前記マグネトロンに渡される。
【００３２】
　稼働周波数を共振に近づけるように下げることは、Ｄにおける電圧振幅を配線１０５に
おける電圧の半分から離れるように増大させ、前記マグネトロンにおける電圧、その電流
、およびそのマイクロ波出力を増大させる。
【００３３】
　前記コンバータを流れる電流は、一般的には１００ｍΩの抵抗器１０９／Ｒ１において
測定され、それを示す電圧は、一般的には４７０Ωの帰還抵抗器Ｒ５を経由して、前記演
算増幅器１２２の一方の入力１２３に渡される。前記マイクロプロセッサ１０３は、分圧
器Ｒ３，Ｒ４を経由して、前記配線１０５から電圧を受取る。所要電力の設定は手動入力
１１２を介して設定される。前記マイクロプロセッサは、前記所要電力を前記配線電圧で
分圧し、前記マグネトロンの所要する前記コンバータ電流を示す電圧を、前記演算増幅器
の他方の入力１２５に、６ｋΩの抵抗器Ｒ１０を経由して印加するようにプログラムされ
る。前記演算増幅器は１ＭΩの抵抗器Ｒ９と直列な、一般的には４７０ｎＦの積分コンデ



(8) JP 5809259 B2 2015.11.10

10

20

30

40

50

ンサＣ７を有する。各前記抵抗器Ｒ９，Ｒ１０の比率が前記演算増幅器の利得を決定する
。これは、実現可能な程度に電源電圧フリッカーを抑制するために再設定される。前記増
幅器は、前記所要電力を示す積分電圧を、前記発振器ＩＣ１用の周波数制御回路１２６に
渡し、当該積分電圧は、周波数回路、一般的にはテキサス・インスツルメント製のＩＲＳ
２１５３、或いはＳＴトムソン製のＬ６５６９に対する電圧である。１８ｋΩの抵抗器Ｒ
２と、共に４７０ｐＦのコンデンサＣ１，Ｃ２と、ダイオードＤ１，Ｄ２と、を備える前
記回路は、前記コンバータの周波数を制御する働きをする。前記演算増幅器の出力がゼロ
のとき、前記コンデンサＣ１はＣ２と並列接続で、最も低い周波数が得られる。これは最
大のマグネトロン電力と対応する。一方で、前記出力が最大のとき、各前記ダイオードは
決して導通せず、前記周波数はＣ２単独で制御される。最大周波数と、前記最大電力の１
０分の１程度の、最小電力が供給される。中間の電圧では、Ｃ１には中間の効果が現れ、
それに応じて前記周波数と前記電力が制御される。
【００３４】
　したがって、前記マグネトロンは前記マイクロプロセッサに入力される前記要求電圧で
稼働するよう制御され得る。前記マイクロプロセッサは配線１０５における電圧の変動を
誘発するフリッカーの影響を受けやすい。しかしながら、Ｒ１０への前記信号は、ソフト
ウェアによって内部で、或いは、図示していないＲＣフィルタによって外部でフィルタリ
ングされてもよい。前記マグネトロンの電力消費が変わり、その磁石が熱くなりその抵抗
器が変化するようにそれが起こり得るならば、前記演算増幅器は速く前記抵抗器Ｒ１で測
定される電流の変化に反応し、前記コンバータの前記周波数を調節し、したがって、前記
マイクロプロセッサからの、配線１２５の前記信号とは関係なく、前記マグネトロンによ
って前記電力消費を是正する。
【００３５】
　とは言うものの、もし前記電圧源配線上にフリッカーが存在するなら、前記フリッカー
周期を越えて平均化されたときのみに、前記マグネトロンの前記電力は一定になるであろ
う。大きな平滑コンデンサの損失による、前記電圧源配線上に電源周波数の２倍の周波数
のフリッカーが存在しがちである。
【００３６】
　上述の電力供給装置は、国際公開第２００９／０６３２０５号公報に記述されているよ
うに、特にマグネトロンに電力供給されるランプＬＥＲの制御に適していることに注意す
べきである。そのことが、ランプから出力される光が背景光用の低レベルから全電力全力
照明まで要求される限り任意に制御されることを可能にする。
【００３７】
　図４には、マグネトロンにより駆動されるランプの簡単な描写が示されている。それは
ファラデー箱２０２を有する半透明のルツボ２０１を備える。前記ルツボ内のボイド空間
２０３は励起可能な材料である充填材２０４を備える。前記マグネトロン２０５は導波器
／遷移器２０６へマイクロ波を発射し、当該導波器／遷移器２０６から、前記マイクロ波
を前記ルツボ内へと放つ、動軸接続２０７のアンテナ２０８へ、前記マイクロ波は出てい
く。本発明の電力供給装置２０９による前記マグネトロンの電力供給は、前記励起可能な
材料を発光させる。本発明の前記電力供給装置がフリッカーを回避するのに好都合なこと
がこの点である。
【００３８】
　ここで図５を参照すると、これも本発明に従った、改良型の高圧コンバータが示される
。それは前記コンバータ電流、したがって前記マグネトロン電流の変動にだけでなく、前
記電圧源の出力における電源要周波数リプル、或いはより正確には、電源周波数の２倍の
周波数のリプルにも注意を払う。このリプルは前記ＬＥＲからの光に知覚できるフリッカ
ーを引き起こさない。しかし、前記マグネトロンの出力における帯域幅の発散を誘導する
。
【００３９】
　図５の改良点は、前記電圧源配線から、前記帰還抵抗器Ｒ５が接続される前記演算増幅
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器入力１２３への間の、直列された２つの１ＭΩの抵抗器の形での抵抗器Ｒ６の含有であ
る。前記抵抗器Ｒ６－Ｒ５は分圧器を形成する。前記分圧器は、前記抵抗器Ｒ５にかかる
電圧が前記電流測定抵抗器にかかる電圧と実質上等しくなる、一般的には、前記演算増幅
器入力に２００ｍＶが与えられ、両方の電圧が１００ｍＶ程度となるものである。前記実
電圧は、前記コンバータを流れる実電流と前記電圧源配線の実電圧の両方により変化する
。前記電圧源配線における増大による２００ｍＶの前記演算増幅器入力における増大が、
前記電流の増大による２００ｍＶの前記演算増幅器入力における増大と同等であることは
正しく理解されるだろう。両方が前記演算増幅器の前記積分出力電圧を上昇させ、その結
果制御される電流は減少する。
【００４０】
　前記電圧源配線における５％の増加による前記演算増幅器入力の実増加は５％となる、
なぜなら、前記電流測定抵抗器にかかる電圧は前記電圧源電圧と比べると小さいからであ
る。電流の５％の増加に対しても同様に前記電流測定抵抗器にかかる電圧は５％である。
したがって、前記電圧或いは前記電流の５％或いは別の数％の増加に対して、前記電流は
同じ％減らされる。
【００４１】
　同様に、これが結果的に前記マグネトロンに供給される電力の５％或いは数％の減少を
もたらす。したがって上述の配置が間を置かない電力の一定さを維持するように作用する
。この点において、「間を置かない」は電力が例えば前記電圧リプルの前記周期を通じて
一定さを維持されることを意味するために使用される。
【００４２】
　このオペレーションは以下のように数学的に説明できる。
【００４３】
　前記マグネトロンの前記電力は、前記電圧源の電圧Ｕと前記コンバータ電流Ｉの積であ
る。すなわち、
【００４４】
【数１】

【００４５】
である。
電流と電圧に「ｕ」と「ｉ」を用いると、
【００４６】
【数２】

【００４７】
【数３】

【００４８】
「ｕ」と「ｉ」を一定量の値とすると、この式は
【００４９】

【数４】

【００５０】
と書き換えられる。この関係は電流と電圧の小さな変動に対して、すなわち、ｕ＋δｕと
ｉ＋δｉに対して、概ね正しく維持される。
【００５１】
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　上記の方程式は次のように書き換えられる。
【００５２】
【数５】

【００５３】
　したがって、前記マグネトロンの前記電力は、定数＋別の定数倍した、その公称電圧か
らの実電圧源の偏差＋別の定数倍した、公称電流からの前記電流の偏差、として表わし得
る。
前記電流偏差自身は前記電流測定抵抗器にかかる電圧の偏差で表わし得る。
【００５４】
　適切な定数と共に、前記演算増幅器に入力される変動のみを考慮すると、前記分圧器は
電圧源電圧とコンバータ電流の２つの変動の合計を前記演算増幅器に入力することが分か
る。唯一の条件は、Ｒ５にかかる電圧がＲ１にかかる電圧とおおよそ等しい場合にのみ、
近似式
【００５５】

【数６】

【００５６】
が満たされることである。これは
　　Ｕ＝４００Ｖ
　　Ｒ１＝０．１Ω
　　Ｒ５＝４７０Ω
　　Ｒ６＝２ＭΩ
の値によって満たされる。
【００５７】
　図６には、これらの抵抗器が直列接続されているのが示され、関連する各電圧の表示も
また示されている。
【００５８】
　Ｒ６はＲ１よりも７桁大きく、Ｒ５は４桁大きいので、前記演算増幅器の入力における
電圧の感知できるほどの変動を産み出すどのようなＵの変動もＲ１にかかる電圧の変化を
引き起こすことはありそうもなく、当該電圧はそこを流れる電流のみによって制御される
ことに注意すべきである。それに応じて、Ｒ１にかかる電圧はＲ５にかかる電圧に加えら
れ、その合計が前記演算増幅器に入力される。
【００５９】
　この動作手法は正確に線形ではないが、著しい改善を与えてくれることは理解されるで
あろう。図７に関して、前記マグネトロンの生成周波数のサドル型のグラフが示されてい
る。その生成周波数はそこを流れる前記電流に依存し、それはその両端の電圧を制御する
時にツェナーダイオードと同種の特性を有するマグネトロンの特徴である。したがって、
より大きな電力がそこで利用できるのであれば、その電流は増大し、その稼働周波数は低
下する。前記電圧源の電圧上の電源電圧に関連するリプルが存在する場合は、前記マグネ
トロンの周波数は変動し、前記帯域幅は細いサドル型を示す。それに反して、図５の実施
例の電力制御を用いると、前記帯域幅はとても狭くなり、ガウス分布を示す。これは次に
、ブルートゥース通信ネットワーク等との干渉をさほど起こさない点で好都合である。
【００６０】
　図８を参照すると、乗算回路３０１が前記演算増幅器の入力に示されている。この回路
は、デジタル回路が考えられるにもかかわらず、アナログ装置であり、一方の入力で利用
される分圧器Ｒ６－Ｒ７の接続点である中間点と、他方の入力で利用される前記電流測定
抵抗Ｒ１からの電圧信号と、を有する。前記乗算回路はこれらの電圧と電流を示す２つの
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信号を共に乗算し、前記マグネトロン電力を示す信号を生成し、前記演算増幅器の前記入
力に印加する。この実施例は図５の実施例よりも的確である。しかし、乗算回路があまり
使用されておらず高価である点によって、より高価である。我々は図５の実施例を、十分
に正確で同時に安価である点においてより優れていると考えている。
【符号の説明】
【００６１】
１０１：コンバータ
１０２：マグネトロン
１０３：マイクロプロセッサ
１０６：トランス
１０７：整流器
１０９，Ｒ１：抵抗器（電流測定手段）
１２２，ＥＡ１：演算増幅器（集積回路）
３０１，Ｘ：乗算回路（乗算器）
Ｃ７：積分コンデンサ（帰還コンデンサ）
ＩＣ１：ＩＣ発振器（スイッチング回路）
Ｒ５：帰還抵抗器
Ｒ５，Ｒ６：抵抗器（分圧抵抗器）
Ｒ６－Ｒ５：分圧器

【図１】

【図２】

【図４】
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【図７】

【図８】
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